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本稿の目的は、近年、文部科学省・経済産業省・厚生労働省が有給インターンシップを推奨して
いることに鑑み、新潟大学、京都産業大学及び中部大学で実施されている有給インターンシップ制
度を整理・検討することである。これら三大学を取り上げる理由は、三大学が有給インターンシッ
プにいち早く取組み、その実践が現在に至るまで継続されているからである。本稿ではこれら三大
学の有給インターンシップ制度を概観し、比較・検討した。その結果、有給インターンシップには、

「相互貢献」（企業は学生に対してコスト以上の対価を求め、学生はそれを生み出すこと）と「学生
の経済面の安定化」という固有の意義があることが明らかになった。
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Ⅰ はじめに

本稿は、近年、文部科学省・経済産業省・厚生労
働省（以下、三省とする）が有給インターンシップ
を推奨していることに鑑み、新潟大学、京都産業大
学及び中部大学で実施されている有給インターン
シップの取り組みを整理・検討しようとするもので
ある。

2014 年、三省は、「インターンシップの推進に当
たっての基本的考え方」において、①中長期インター
ンシップと②有給インターンシップを「インターン
シップ推進の望ましい在り方」とした（文科省ほか
2014）。三省によれば、①は「教育効果の高い」も
ので、②は「学生の責任感を高め、長期の場合には
学生の参加を促す効果が考えられる」としている。

①の推進の背景には、インターンシップについて、
「 1 か月以上の長期の有効性は認識されているが、
普及は進んでいない」（経産省 2012）という問題意

識がある。
②の推進の背景には、「社会との接続を意識した

教育を強化する」うえで、「学生が働く目的を考え
自己成長を促す長期の有給インターンシップを産学
の連携により進めていく」（教育再生実行会議2013）
という認識がある。

三省が推進する①②に関心を向け、実施する大学
は年々増えつつある（高澤＝西條2016）。しかし、
各大学でのこうした有給インターンシップの取り組
みを整理・検討したものは、現在のところみあたら
ない。そこで、本稿では有給インターンシップ研究
の一環として、新潟大学、京都産業大学及び中部大
学の取り組みを整理・検討することにしたい。

これら三大学を検討対象として取り上げるのは、
2 つの理由による。
ひとつは、新潟大学が2010年度から現在に至るま

で文科省の公募事業等関連でインターンシップに取
り組み（文科省2010など）、特に2014年度からスター
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トした有給インターンシップは「県内外で注目され
ている」（新潟日報2016）からである。

もうひとつは、文科省が京都産業大学及び中部大
学を有給インターンシップ実施大学の代表的事例と
して度々取り上げているからである（関2015、山路
2016）。

これらの理由から、三大学の有給インターンシッ
プ制度を整理・検討することには意味があるように
思われる。そして、三大学の有給インターンシップ
の継続的な実践は、中部学院大学・中部学院大学短
期大学部（以下、本学とする）の有給インターンシッ
プを考えるうえでも参考になると推察される。

このような問題関心にしたがって、以下では、ま
ず新潟大学、京都産業大学及び中部大学の有給イン
ターンシップ制度を概観する（Ⅱ～Ⅳ）。次に、京
都産業大学および中部大学の大学側インターンシッ
プ担当者に対するヒアリング結果等も踏まえつつ、
若干の検討を加える（Ⅴ）。最後に、有給インター
ンシップの意義を明らかにし、本学の有給インター
ンシップへの若干の示唆を引き出したい（Ⅵ）。

Ⅱ 新潟大学の有給インターンシップ

新潟大学の有給インターンシップは、2014年度か
ら本格的にスタートした（それ以前の状況について
は、高澤2015）。

2014～2015年度は企業課題探求型インターンシッ
プ、2016年度は業務実践型インターンシップ、そし
て2017年度からは長期・企業実践型プログラムⅠ・
Ⅱとして実施されている。
1 目 的
新潟大学は、高い見識と良識をもって社会や時代

の諸問題に的確に対応し、課題解決のために広範に活
躍できる人材を育成しようとしている（髙橋2016）。

同大学は、このような人材を育成するために、①
課題を発見し、それを解決する能力、②課題解決に
必要な知識・技能を主体的に学修する能力、③課題
に協働的に取り組むためのコミュニケーション能力
の養成を揚げている（髙橋2016）。

①②③を身につけるうえで、有給インターンシッ
プが就職目的と安易に結び付かないように留意しつ
つ（特集・新潟大学2017）、同大学の有給インター
ンシップは以下のように展開した。

2 企業課題探求型・長期インターンシップ
2014～2015年度の企業課題探求型・長期インター

ンシップは、全学部 1 ～ 3 年次生を対象（2015年度
は 1 ～ 2 年次生を奨励）とした。このインターン
シップは 2 つの実習からなる（新潟大学2015）。
（1） 3週間の実習

3 週間の実習は、 8 月中旬～ 9 月下旬中の15日間
行われる。この期間中は職場実習として、受け入れ
企業先の担当者とともに事業課題に即したミッショ
ンに取り組むものである。なお、この実習前後に企
業研究や 2 回目の実習（次にあげる 3 ヶ月程度の実
習）に向けた面談等がある。
（2） 3ヶ月程度の実習

続く 3 ヶ月程度の実習は、10月～ 1 月の間に行わ
れる。ここでは、企業の選考を経て有給で雇用され
るが、授業の履修状況を考慮して週 2 日程度の勤務
となっている。なお、この実習後には成果報告会な
どがある。

このように、企業課題探求型・長期インターンシッ
プでは、通算で 4 ヶ月近くの実習を行う。このイン
ターンシップは正課外として位置づけられ、単位は
認定されなかった。
3 業務実践型インターンシップ
2016年度は名称を業務実践型インターンシップに

変更した（西條2017）。このインターンシップは全
学部 1 ～ 2 年次生を対象とし、単位認定は行われて
いない（この点では、企業課題探求型インターンシッ
プと同じである）。業務実践型インターンシップは、
経済同友会会員の企業又は新潟の地元企業で行う。
（1）経済同友会連携プログラム

経済同友会会員の企業で行うインターンシップ
は、経済同友会連携プログラムと呼ばれるものであ
る。このインターンシップは、夏休みの 3 週間～
1 ヶ月程度、経済同友会に加盟する大手企業での宿
泊・集中型で行われる。交通費や宿泊費は企業が負
担し、なかには報酬が支払われる企業もある。なお、
この経済同友会連携プログラムは、新潟大学だけで
なく北海道大学をはじめとした国公立・私立大学や
国立高専などでも実施されている（亀野ほか2017）。
（2）新潟の地元企業インターンシップ

新潟の地元企業で行われるインターンシップは、
8 月～ 1 月の約半年間の実習期間となっており、同
期間中の一部は報酬が支払われる。

中部学院大学・中部学院大学短期大学部 教育実践研究第 3 巻第 2 号(2018）135－143

― 136 ―



4 長期・企業実践型プログラムⅠ・Ⅱ
2017年度は、名称を長期・企業実践型プログラム

Ⅰ・Ⅱに変更した（新潟大学リーフレット2017）。
同Ⅰ・Ⅱは全学部の 1 ～ 2 年次生を対象に開講され
ている。

同プログラムのねらいは、「社会で通用する自分
自身の物差しを鍛え、自ら学びを意味づけて主体的
に学んでいける人材を中心に育成する」（新潟大学
プログラムⅠ・Ⅱ2017）ことである。

ⅠとⅡは連続しており、単位も認定されている。
Ⅰでは企業研究、学生各自の目標設定、汎用的能力
の養成などを行い（ 2 単位）、Ⅱでは夏期休業期間
中に 3 ～ 5 週間程度の実習を行うことになっている

（ 4 単位）。実習先は、上述の経済同友会会員企業又
は新潟県内の企業となっている。なお、交通費や宿
泊費は企業が負担し、なかには報酬が支払われる企
業もある。

Ⅲ 京都産業大学の有給インターンシップ

京都産業大学の有給インターンシップは2014年度
からスタートした。
1 目 的
京都産業大学の有給インターンシップは、「社会

に出てどういう状況にあっても『ミッションを任せ
られる能力と志を持った人間』を育てる」ことを目
的としている（文科省2016）。具体的には、次のよ
うな能力である。

第一は、目標が達成できたと学生に評価・自覚さ
せる能力である。すなわち、①学習する方法を知っ
ている、②問題発見・解決方法を身につけ「見通し
をたてる能力」を持っている、③自己を知り個性を
磨く方法を知っている、④適応力ある社会性を身に
つけている、という 4 つの能力フレームである。

第二は、4 つの能力フレームを支える根拠能力で
ある。すなわち、①目的・目標を設定する力、②目
的・目標を達成するための方針(戦略)策定力、③方
針(戦略)に従った実行項目の決定と実行力、④振り
返りと問題発見力及び解決力、⑤自らの行動規範を
設定する力、⑥論理的コミュニケーション(書く、
話す）力、⑦情報分析力と編集力、⑧表現力ある日
本語運用力、⑨体験的チームワーク力、⑩プレゼン
テーション力、スピーチ力、⑪ Web サイト＆映像

製作技術、という11個の根拠能力である。
2 むすびわざコーオププログラム
京都産業大学の有給インターンシップは、「むす

びわざコーオププログラム」という授業科目名で開
講されている。このプログラムは、世界標準をモデ
ルにした「コーオプ教育プログラム」（教育目標と
それを実践するプログラムや指導方法を企業と教育
機関が共同で開発し、長期や複数回の就業体験を含
んだ学習プログラム）といわれる（詳しくは、森ほ
か2013）。

同プログラムは、文系学部（経済、経営、法）の
2 ～ 4 年次を対象とした 3 年間（2017年度は 2 ～ 3
年次の 2 年間）の一貫型教育となっている（京都産
業大学キャリア形成2017）。そして、同プログラム
は、専門教育とキャリア形成支援教育との学びを融
合させ、各学部の専門性を活かしつつ、参加学生の
個性を伸ばし、上述の「ミッションを任せられる能
力と志を持った人材」を育成しようというもので
ある。
3 具体的内容
｢むすびわざコーオププログラム」は、次のよう

に構成され、単位が認定されている（京都産業大学
シラバス2017）。
（1） 2年次

春学期には、共通教育科目として、むすびわざコー
オプセミナー 1（ 4 単位）がある。秋学期に入ると、
むすびわざコーオプセミナー 2（ 4 単位）とともに、
各学部の専門教育科目としてインターンシップ事前
研究（ 2 単位）がある。
（2） 3年次

春学期には、むすびわざコーオプセミナー 3 （集
中講義で 2 単位）とともに、国内又は海外での長期
インターンシップ（12単位）がある。秋学期に入る
と、むすびわざコーオプセミナー 4 （ 4 単位）及び
各学部の専門教育科目としてのインターンシップ事
後研究（ 2 単位）がある。
（3） 4年次

春学期はむすびわざコーオプセミナー 5 （ 4 単
位）、秋学期は同 6 （ 4 単位）がある。
（4）長期・有給・単位認定

3 年次春学期に実施される長期の有給インターン
シップは、15週間に及び、単位が認定されるもので
ある。すなわち、長期・有給・単位が揃ったインター
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ンシップとなっている。
なお、むすびわざコーオププログラム全体として

みれば、共通教育科目で22単位、専門教育科目で16
単位、合計38単位が卒業要件科目として認定されて
いる。

Ⅳ 中部大学の有給インターンシップ

中部大学の有給インターンシップは2013年度から
スタートした。
1 目 的
中部大学の有給インターンシップは、「働くこと

を知る教育が必要である」との考えのもと、地元の
春日井商工会議所の協力を得て、学生の「職業観・
人生観の醸成、人間力と職業能力の育成等に取組み、
春日井地域の持続的な発展を支える人材の育成を目
指す」（櫻井2017）ことを目的としている。ここには、

「人は仕事にもまれる中で成長でき、この職業能力
が大学の卒業生に求められる新たな能力」（中部大
学2016）であるという認識がある。
2 報酬型インターンシップ
中部大学の有給インターンシップは、報酬型イン

ターンシップと呼ばれる。このインターンシップは
全学部・大学院の全学年を対象とし、報酬が支払わ
れる。

報酬型インターンシップは、次の 3 コースからな
る（中部大学2017）。

第一は長期型コースである。同コースは、専門教
育の学修の補強や企業の中身を深く知るために、
6 ヶ月で 1 社実習するというものである。
第二は多業種型コースである。同コースは、複数

の企業を経験することで自分の職業適性を探るため
に、 3 ヶ月で 2 社実習するというものである。

第三は長期休暇特別コースである。同コースは、
長期休暇を有効に活用し、社員と同じように働くこ
とで、企業がどのように毎日動いているかを知るこ
とができるコースである。ここでは、夏季休暇中に
1 社、春期休暇中に 1 社に各々実習する。
3 修了証書
報酬型インターンシップでは、単位は認定されな

いが、同インターンシップの修了証書が授与される。
この修了証書の授与にあたっては、「学外特命教授
の会」が認定する（CASE3 中部大学2016）。「学外

特命教授の会」は、主に中部大学学長・副学長・学
部長に加えて、学外特命教授（春日井商工会議所会
頭など）・同講師（受け入れ企業先）で構成される（中
部大学・平成25年度成果報告書）。

同会で認定されるためには 2 ポイントを取らなけ
ればならない（中部大学・平成26年度成果報告書）。
ポイントの内訳は、春学期・秋学期で 1 ポイント、
夏季休暇・春季休暇で0.7ポイントとなっている。

このような特徴を有する報酬型インターンシップ
は、学修活動と経済面の安定化を図れること、就職
活動時のアピールポイントとすることができる（櫻
井2017）。

Ⅴ 三大学の分析

前節までで、三大学の有給インターンシップ制度
を概観した。そこで明らかになったことは、三大学
が長期・報酬を揃えた有給インターンシップである
という点については共通していることである。逆
に、三大学は単位認定や対象学部・学年という点で
相違点がみられた。また、有給インターンシップに
対する大学・企業側の評価も若干異なっている。以
下、順に見ていくことにする。
1 単位認定と他の（無給）インターンシップ
（1）三大学の整理

有給インターンシップにおける単位の認定をめぐ
る取り扱いについて改めて整理しておくと、次のよ
うになる。

新潟大学では、「企業課題探求型インターンシッ
プ」として実施された2014～2015年度、および「業
務実践型インターンシップ」として実施された2016
年度は、原則として単位の認定は行なわれなかった。
しかし2017年度は、「長期・企業実践型プログラム
Ⅰ・Ⅱ」と名称が変更され、合わせて 6 単位が認定
されるようになった。

京都産業大学では、「むすびわざコーオププログ
ラム」という名称で 3 年間（2017年度は 2 年間）の
一貫型教育が採用されており、同プログラム全体と
して合計38単位（共通教育科目22単位、専門教育科
目16単位）が認定される。

中部大学は、有給インターンシップ（報酬型イン
ターンシップ）では単位の認定を行なっていない。
ただし正課科目として「インターンシップＡ」およ
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び「インターンシップＢ」が別に開講されており、
これらは無給であるが、単位が認定される。
（2）若干の考察

以上より、有給インターンシップにおける単位の
認定に関しては、大学によって対応が異なっている
ことが分かる。新潟大学では、2017年度は単位が認
定されるようになった。しかしそもそも同大学の

「長期・企業実践型プログラムⅠ・Ⅱ」では、交通
費や宿泊費等は基本的に受け入れ企業の負担である
が、業務に対する報酬（給与）が支払われるかどう
かは企業によるので、京都産業大学や中部大学の有
給インターンシップとは、やや性質を異にするもの
である（必ずしも有給とは言い切れない部分がある）
といえるのかもしれない。なお、「長期・企業実践
型プログラムⅠ・Ⅱ」のほかにも、各学部の正課の
授業科目として実施されている（無給の）インター
ンシップが豊富にあり、単位の認定が行なわれてい
る。たとえば工学部では 1 年生を対象に、「キャリ
アデザイン・インターンシップ」といった科目が開
講されている。

京都産業大学における有給インターンシップであ
る「むすびわざコーオププログラム」は、複数年に
わたって実施される、キャリア形成支援教育と専門
教育とを融合させたプログラムである。ここでとり
わけ興味深いのは、大学教育における専門性の担保
ということが重視されている点であるように思われ
る。具体的には、インターンシップを通じて体験・
観察してきたことによる学びを、学部の専門性を活
かして昇華させ、最終的には卒業研究・卒業論文へ
とつなげることが目標とされている。このような専
門性の重視という観点が、有給インターンシップの
単位認定の背景にあるのかもしれない。ただし、
2017年度は 2 ～ 3 年次の 2 年間のみのプログラムと
なっており、「むすびわざコーオププログラム」に
はなお流動的なところがあるといえるのかもしれな
い。なお、京都産業大学では、この他に、従来型の
無給かつ比較的短期間のインターンシップが正課科
目として豊富に開講されている。

中部大学では、上述したように、有給インターン
シップでは単位の認定は行なわれず、それとは別に
正課科目として開講されている無給の「インターン
シップＡ・Ｂ」において単位の認定が行なわれてい
る。すなわち単位の認定という観点において、有給

と無給のインターンシップで、ある種のすみ分けが
なされているといえる。中部大学での有給インター
ンシップは、カリキュラムに組み込まれておらず単
位が認定されないからこそ、企業側の意向を十分に
反映した実習内容とすることが可能になるといった
ことも考えられる。
2 運用状況・効果・課題
ここでは、京都産業大学および中部大学の担当者

に対して実施したヒアリングの結果などをもとに、
特に両大学における有給インターンシップの運用状
況・効果・課題に焦点を当てて整理・考察する。な
お、企業側の評価と新潟大学については、文献を通
じてとりあげることにしたい。
（1）有給インターンシップの運用状況
【京都産業大学】

同大学は、以前からキャリア支援教育をはじめイ
ンターンシップに力を入れている。特に、現代 GP
での学年の段階別（スパイラル型）インターンシッ
プや最近のサンドウイッチ型インターンシップでは、
常に新しい教育方法を展開し、現在に至っている。

上述のように、「むすびわざコーオププログラム」
の対象は、法・経済・経営の文系学部 2 ～ 4 年次で
ある（2017年度は 2 ～ 3 年次）。参加希望の学生は、
各学部とも、成績の良い学生ばかりでなく、たとえ
ば大学入学前にスポーツ活動などで活躍した学生、
また大学入学後に目標を失いかけた学生等の参加も
多い。特に、 2 年生後期の企業との選考プロセス

（マッチング）には、 1 ヶ月の時間を費やしている。
これまでの参加企業・参加学生数は、2014年度に

4 社13名、2015年度に 8 社19名、2016年度に 8 社16
名（未定）となっている（文科省2016、松高2017）。
大学側担当者は、地域の優良企業や、アルバイトで
も高い人材教育を行っている企業との連携を望んで
いる。しかし、実際は受け入れ企業数が増加してい
ない。

大学の規模や学生数（約13,000名）、インターン
シップ全体の参加学生が200～300名になることを考
えると、むすびわざコーオププログラムの参加学生、
また参加学生の同企業への採用数など少ないように
感じる。しかしこれだけ内容の充実した授業（ 3 年
間に取得する単位数を考慮すると）を用いるインター
ンシップは、他大学では実施が難しい試みで、試行
錯誤を繰り返した京都産業大学の特徴と思われる。
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【中部大学】
地元の産業界と連携した取り組みは各地で実践さ

れているが、長期の有給インターンシップはあまり
例がない。

中部大学の報酬型インターンシップは、体育会系
の部活動に所属している学生以外、全ての学部に解
放している（この点が京都産業大学との違いであ
る）。無給の「インターンシップＡ・Ｂ」に参加する
学生も多いが、各学部で学生自身の将来の方向性を
学ぶため、また生活支援とキャリア教育を同時に履
修できる点で、参加学生は増加傾向にある。これま
での参加企業・参加学生数は、2013年度に13社16名、
2014年度に32社40名、2015年度に48社86名となって
いる（中部大学・平成25～27年度成果報告書）。

京都産業大学と異なり、企業での実習内容は大学
からの教育プログラムの提示ではなく、企業側の意
向が強くなるため、業種・職種によりその内容や報
酬は様々である。受け入れ企業の経営者と学生の現
場担当者の間で、内容や方法の相違がみられること
もある。ただし地元産業界の今後の人材採用や後継
者の育成を考えると、必要な実践教育であることは
明確である。
【新潟大学】

同大学は、就職目的ではなく教育目的で行われる
長期・低学年時のプログラムを模索し続けてきた（特
集・新潟大学2017）。同プログラムの運用状況を見
ると、①企業課題探求型・長期インターンシップで
は、受け入れ企業が 3 ～ 5 社、定員は 1 社 2 ～ 3 人
の計10名前後、②業務実践型インターンシップ（経
済同友会連携型）では 5 社に 7 人、③長期・企業実
践型プログラムⅠ・Ⅱでは定員を15名としている。
学生数約12,400名に比べれば、①②③の参加学生数
は少ないといえるのかもしれない。しかし、2017年
度の事前説明会には60人ほどの参加があり、以前よ
りは学生の関心が高まっている（特集・新潟大学
2017）という。

また、新潟大学は2017年度より 2 学期制から 4 学
期制（第 1 ～第 4 ターム）に変更した（新潟大学教
育・学生支援機構ホームページ2017）。これにより、
第 2 タームにあたる 6 ～ 7 月に必修科目をいれず、
③のような学外学修に学生が参加しやすい環境を整
えている。

（2）有給インターンシップの効果
三大学の学生を受け入れている企業側は、有給イ

ンターンシップが学生と企業に次のような効果を生
み出すとしている。

第一は相互関係である。すなわち、企業は学生を
同僚として認め、学生は同僚として認められたいと
いう関係である（加藤2017）。これは、学生が「お
客様扱い」されないことを意味する（春日井商工会
議所2015）。

第二は相互責任である。すなわち、企業は学生を
最後まで指導し、学生は最後までやり遂げるという
ことである（加藤2017）。

第三は成長のスピードと質である。すなわち、有
給インターンシップと無給インターンシップでは、
同じ時間を費やしたときの取り組む意識や生み出す
効果に違いがでてくる（加藤2017）。

第四は自分の適性である。すなわち、「長期間一
つの仕事に継続して取り組み、社員や取引先との信
頼関係を深めていく中で、社会人としてのビジネス
マナーや仕事に対する姿勢を学ぶだけでなく、自分
の適性を知り、職業観や勤労観を身に付けることが
できる」（春日井商工会議所2015）。
（3）有給インターンシップの課題と展望
【京都産業大学】

同大学の取り組みでは、大学側の実施状況は把握
できたが、企業側の指導担当者の感想や課題につい
ては十分な聞き取りをしていない。この前提の下
で、大学が提案する長期有給型インターンシップの
内容や問題点について関心を持った。たとえば、成
績優秀の学生が集まらない一方で、クラスのリー
ダー的学生の参加を希望していること、他のイン
ターンシップ学生とは異なる成果を残すことなどで
ある。第 1 期生が卒業した年度のため、長期有給イ
ンターンシップを経験しだ学生が、学部の専門性を
学び社会での実践を積み重ねた結果、どの程度卒業
後の社会貢献や職場での問題発見・解決能力を発揮
するかは未知数である。大学もチャレンジとして実
施している面もあるが、学内の実施体制の整備、指
導教員の養成と配置（文科省2016）、卒業生への聞
き取りや実施企業、入社企業への調査結果を期待し
たい。
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【中部大学】
大学側の課題は、学部の専門教育とキャリア教育

をうまくまとめることのできる教員が不足している
ため、指導教員を育成することである。現在は大学
周辺の地域に限定している実習先の範囲を、長期の
休業期間に、学生の出身地や希望する地域にまで拡
大できるかどうかであるという。これは今後の採用
活動につながる課題でもある。

また、学生参加者が増加しないこと、すなわち学
生が報酬型インターンシップとアルバイトを区別す
ること等が報酬型インターンシップの課題としてあ
げられている。2015年度は48社86名と増加傾向に
あったが、2016年度は70社62名になり、参加企業は
増加したが、参加学生は減少した（中部大学平成28
年度成果報告書）。

なお、中部大学の長期インターンシップでは、単
位認定がされない一方で、報酬が特徴である。仕事
の一環として、また将来の職業選択の学びとして企
業側、学生側がその報酬を評価できるかどうか、あ
るいは学生にとってアルバイトから得られる報酬と
の相違は何かなど、先進的な取り組みを今後も注視
したい。従来は文化系学部の実習を中心としてイン
ターンシップや職場体験が行われてきたが、全学的
な規模に発展すると、各学部の専門性と長期イン
ターンシップとの関係、授業における実習科目との
関係、教員の実習教育への対応の変化など、学内で
の課題も残されている。これらの大学の取り組みは
地域の大規模大学の実例であるが、大学の規模の違
いや学生の条件により、報酬型インターンシップに
も様々な可能性を見ることができる。
【新潟大学】

上述のように、学生の分母に比べると参加学生は
やや少ないといいうる。しかし、ここには長期・企
業実践型プログラムⅠ・Ⅱを担当している部署（連
携教育支援センター）のマンパワー（ 2 名）の限界
があるという（〔特集・新潟大学2017〕）。それゆえ、
同プログラムは「あくまでもパイロット的な位置づ
け」であり、今後は同プログラムの「受講者枠を増
やすだけでなく、各学部が展開するインターンシッ
プにそのノウハウを積極的に提供し、全学的にプロ
グラムの質を上げていく方針」（特集・新潟大学2017）
を示している。

なお、参加企業は、「多忙な現場に長期間預ける

ことは難しい」（特集・三幸製菓2017）ことを課題
としてあげている。

Ⅵ むすびに代えて

以上、三大学の有給インターンシップ制度を整
理・検討してきたが、最後に有給インターンシップ
の意義について触れておきたい。
1 有給インターンシップの意義
上述のように、新潟大学と連携している経済同友

会は有給インターンシップに積極的であった。経済
同友会は、「インターンシップ」を「職業観の育成、
キャリア教育を目的として、大学と企業が連携して
行う長期の職業体験と定義」し、その基本的枠組み
として、①対象は学部 1 ・ 2 年生、②単位を認定、
③期間は 1 ヶ月以上、④実費相当の支給をあげてい
る（特集・座談会2017）。経済同友会は、①により「裾
野を広げるとともに、その後の学びに生か」せるこ
と、②③により「学生が気づきを得て、その後の教
育効果を高め」られること、④により「インターン
シップ生をお客様扱いせず、やりがいと責任感、緊
張感を持って職務を担当させる」ことができるとし
ている（経済同友会2015）。

④については、さらに「相互貢献」（加藤2017）
と「経済面の安定化」（中部大学2016）も指摘しうる。
ここでいう「相互貢献」とは、企業は学生に対して
報酬を支払い、学生は報酬を得ることにより、企業
は学生に対してコスト以上の対価を求め、学生はそ
れを生み出すということである。そして、学生の「経
済面の安定化」とは、インターンシップで報酬を得
ることにより、学生は経済的な負担を心配せずに就
業を体験できるということである。これらは有給イ
ンターンシップ固有のものであり、他のインターン
シップではみられないものである。ここに有給イン
ターンシップの固有の意義を見出すことができるよ
うに思われる。
2 本学の有給インターンシップへの示唆
翻って本学の有給インターンシップ（「職業体験

Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」）をみると、①対象を全学部・全学科・
全学年、②期間を 3 ヶ月かつ90時間以上の就労、③
単位を各々 2 単位（合計 6 単位）認定している。新
潟大学と京都産業大学と同じように、長期・有給・
単位が揃い、また経済同友会の基本的枠組みにも適
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合的なインターンシップとなっている。
このような本学の有給インターンシップは2015年

度よりスタートした。2017年度で 3 年目を迎える現
在、本学の有給インターンシップが特に「相互貢献」

（企業は学生に対してコスト以上の対価を求め、学
生はそれを生み出すこと）と「学生の経済面の安定
化」との関係で実践されているかどうか、検証され
るべきことを促しているといえよう。

他方、本学経営学部の無給インターンシップのア
ンケート結果（2016年）から次の点も指摘しうる。
学生側の回答からは、インターンシップの参加にあ
たって、有給であるかどうかは必ずしも重要とはい
えないことを示唆する結果が生じ、企業側の回答で
はインターンシップは教育活動の一環であり、報酬
は必要でないという意見が多数であった（浅田＝薮
下＝三輪2017）。この点に関連して、三大学でも、
有給インターンシップに加えて、従来型の無給イン
ターンシップもあわせて実施している。以上のこと
から、（もちろん有給インターンシップには上述の
大きな意義があることを承知のうえで）インターン
シップ全般について、「学年、期間、有償か無償か
などを含め、多様化することが必要」（特集・新潟
大学2017）なことを示唆しているのかもしれない。

【付記】
本稿は、2017年度中部学院大学・中部学院大学短

期大学部の特別研究費の助成を受けて行った研究成
果の一部である。
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